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後
期
高
齢
者
医
療
制
度
に
関
す
る
お
知
ら
せ

保
険
証
が
更
新
さ
れ
ま
す

　

後
期
高
齢
者
医
療
被
保
険
者
証

（
茶
色
）が
変
わ
り
ま
す
。

 

８
月
１
日
〜
９
月
30
日

水
色

 
10
月
１
日
〜

だ
い
だ
い
色

　

水
色
の
被
保
険
者
証
は
７
月
中

に
郵
送
し
、だ
い
だ
い
色
の
被
保

険
者
証
は
９
月
中
に
郵
送
し
ま

す
。有
効
期
限
切
れ
の
被
保
険
者

証
は
、使
用
し
な
い
で
く
だ
さ
い
。

有
効
期
限
の
切
れ
た
被
保
険
者
証

は
、保
険
室
へ
返
却
す
る
か
、破
棄

し
て
く
だ
さ
い
。

 

短
期
被
保
険
者
証

　

保
険
料
の
滞
納
状
況
に
よ
り
、

通
常
よ
り
有
効
期
間
の
短
い
被
保

険
者
証
を
交
付
す
る
場
合
が
あ
り

ま
す
。さ
ら
に
、特
別
な
理
由
が
な

い
の
に
納
付
状
況
が
改
善
し
な
い

と
き
は
、医
療
費
の
自
己
負
担
が

10
割
の「
資
格
証
明
書
」を
交
付
す

る
場
合
が
あ
り
ま
す
。

 

臓
器
提
供
意
思
表
示
欄
に
つ
い
て

　

被
保
険
者
証
裏
面
に
臓
器
提
供

意
思
表
示
欄
を
設
け
て
い
ま
す
。

臓
器
提
供
意
思
の
あ
る
人
は
ご
記

入
く
だ
さ
い
。

▼
問
い
合
わ
せ
先

住
民
課 

保
険
室

☎
26
・
２
２
４
９（
直
通
）

 

県
後
期
高
齢
者
医
療
広
域
連
合

☎
０
２
７
・
２
５
６
・
７
１
７
１

 

２
割
負
担
導
入
に
関
す
る
こ
と

群
馬
県
後
期
高
齢
者
医
療
広
域
連

合
専
用
コ
ー
ル
セ
ン
タ
ー

☎
０
２
７
・
３
３
１
・
９
１
３
３

〜
12
月
28
日

㊊
〜
㊎
午
前
９
時
〜
午
後
５
時

※
時
間
外
お
よ
び
話
し
中
の
場
合

は
音
声
ガ
イ
ダ
ン
ス
が
流
れ
ま

す
。

 

制
度
見
直
し
に
関
す
る
こ
と

厚
生
労
働
省
コ
ー
ル
セ
ン
タ
ー

☎
０
１
２
０
・
０
０
２・
７
１
９

まちの木

自己負担割合２割導入の背景
　医療費の増大が見込まれて
おり、現役世代の負担も拡大
していく見通しとなっていま
す。現役世代の負担を抑え国
民皆保険を未来につないでい
くため、自己負担割合の見直
しが行われました。

自己負担割合の変更

令和４年１０月１日から医療費の自己負担割合が変更され、「１割」「２割」「３割」の３区分となります。
１０月１日以降の窓口負担割合は、主に次の流れで判定します。

世帯全員が

２割

世帯全員が

１割

２割

１割

世帯全員が

１割

世帯全員が

３割

課
税
所
得
１
４
５
万
円
以
上
に
該
当
す
る
か

世
帯
に
被
保
険
者
が
２
人
以
上
い
る
か

課
税
世
帯
で
あ
っ
て
世
帯
内
の
被
保
険
者
の
方
の
う
ち

課
税
所
得
が
28
万
円
以
上
の
方
が
い
る
か

「
年
金
収
入+

そ
の
他
の

合
計
所
得
金
額
」が

２
０
０
万
円
以
上
か

「
年
金
収
入+

そ
の
他
の

合
計
所
得
金
額
」の
合
計

が
３
２
０
万
円
以
上
か

※「自分が２割負担になるか」などの問い合わせにはお答えできません。

該当しない
200万円未満

320万円未満

200万円以上

320万円以上

１人だけ

２人以上

いる

該当する

いない

42歳～59歳の男性へ
風しん追加対策を受けましょう

予防接種を受けましょう

育児休業取得時の継続利用における
育児休業期間が

１年から２年へ変更されます。

就労証明書の就労先
事業所などの押印が
不要になりました。
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限度額適用認定証など
所得区分 認定証種別 医療機関窓口で提示すると

現役並み
Ⅰ・Ⅱ

限度額適用
認定証

医療費の窓口負担が自己
負担限度額まで抑えられ
ます。

非課税
世帯

限度額適用・
標準負担限度
額減額認定証

医療費の窓口負担が自己
負担限度額まで抑えら
れ、入院時の食事代も減
額されます。

経
済
的
負
担
を
軽
減

限
度
額
適
用
認
定
証
の
有
効
期
限

まちの花

　

後
期
高
齢
者
医
療
保
険
料
は
、

被
保
険
者
が
等
し
く
負
担
す
る

「
均
等
割
額
」と
、所
得
に
応
じ
て

決
ま
る「
所
得
割
額
」の
合
計
額
で

す
。令
和
４
年
度
の
均
等
割
額
の

軽
減
制
度
は
次
の
表
の
と
お
り
で

す
。

▼
問
い
合
わ
せ
先

住
民
課 

保
険
室

☎
26
・
２
２
４
９（
直
通
）

均
等
割
額
の
軽
減
に
つ
い
て

まちの鳥

後
期
高
齢
者
医
療
保
険
料

　

現
在
の
認
定
証
の
有
効
期
限

は
、７
月
31
日
で
す
。

　

令
和
３
年
度
に
認
定
証
の
交
付

を
受
け
、令
和
４
年
度
も
所
得
区

分
が
変
わ
ら
な
い
人
に
は
、８
月

１
日
か
ら
令
和
５
年
７
月
31
日
ま

で
使
用
で
き
る
認
定
証
を
水
色
の

被
保
険
者
証
に
同
封
し
ま
す
。

▼
問
い
合
わ
せ
先

住
民
課 

保
険
室

☎
２
６
・
２
２
４
９（
直
通
）

県
後
期
高
齢
者
医
療
広
域
連
合

☎
０
２
７
・
２
５
６
・
７
１
７
１

軽減割合 軽　減　該　当　条　件
（均等割額の軽減は、同一世帯の被保険者と世帯主の総所得金額等の合計額で判定します。）

7割軽減 「43万円+10万円×（年金・給与所得者の数 ※ ー 1）｣以下

5割軽減 「43万円+10万円×（年金・給与所得者の数 ※ ー 1）｣
+28万5千円×（世帯の被保険者数）｣以下

2割軽減 「43万円+10万円×（年金・給与所得者の数 ※ ー 1）｣以下
+52万円×（世帯の被保険者数）｣以下

均等割額 45,700円

所得割率 8.89%

賦課限度額 66万円

保険料率

均等割の軽減

※｢10万円×（年金・給与所得者の数－１）」の部分は年金・給与所得者の数が２以上の場合のみ計算します。年金・給与所得者の数は同
一世帯の被保険者と世帯主のうち、次のいずれかに該当する人の数です。
　・給与収入が55万円を超える人（給与収入のうち事業専従者給与分を除く）　
　・前年の12月31日現在65歳未満かつ公的年金等収入額が60万円を超える人
　・前年の12月31日現在65歳以上かつ公的年金等収入額が125万円を超える人

後期高齢医療制度への加入

障害認定該当の障害等級

　後期高齢者医療制度は、原則として75歳以上の人が
加入する健康保険制度です。ただし、障害認定に該当す
る65歳～74歳の人も、申請により後期高齢者医療制度
に加入することができます。加入を希望する場合は、担当
窓口に相談の上、申請してください。
　いったん加入しても、いつでも撤回することができま
す。ただし、過去にさかのぼっての撤回はできません。

●国民年金法などの障害年金１・２級
●身体障害者手帳１級～３級、ならびに４級のうち、次の
いずれかに該当する人
①音声、言語機能の著しい障害
②両下肢のすべての指を欠く
③一下肢の下腿２分の１以上を欠く
④一下肢の機能の著しい障害
⑤両下肢全体の機能障害で、一下肢の機能の著しい
障害と同程度

●精神障害者保健福祉手帳１級・２級
●療育手帳Ａ判定

申請・問い合わせ先　住民課 保険室　☎26-２２４９（直通）




